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株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申

し上げます。

当社の平成19年度中間報告書をお届けするにあたり、

上半期（平成19年4月1日から平成19年9月30日）の

事業の概況につきましてご報告申し上げます。

1．経営成績

蠢 当中間期の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益

の改善や設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善や個人

消費の持ち直しの動きがみられるなど、景気は引き続き

回復基調のうちに推移いたしました。

このような経済情勢の下、当社の売上台数は、「ウイ

ングロード」や「エルグランド」の販売が伸び悩んだも

のの、昨年12月にモデルチェンジした「AD」・「ADエ

キスパート」や、中近東、欧州向けの「インフィニティ

FX」が増加したことなどにより、前年同期比7.3％増の

161,498台となりました。その結果、連結売上高につ

きましても同3.4％増の2,707億円となりました。

損益面では、売上台数の増加に加え、原価低減や生産

性向上による利益増により、連結営業利益は前年同期比

146.6％増の121億円、連結経常利益は同じく156.1％

増の118億円となりました。連結中間純利益は、期間限

定で実施しているセカンドキャリア支援（転身援助）制

度による特別退職加算金44億円を特別損失に計上しま

したが、前年同期比57.2％増の41億円となりました。

株主の皆様へ
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蠡 当期の見通し

今後の経済情勢につきましては、米国の景気減速懸念

や原油価格の上昇など不安材料があるものの、引き続き

好調な企業業績に支えられ、景気回復は続くものと思わ

れます。

このような状況を踏まえ、当期の業績見通しにつきま

しては、連結売上高5,800億円、連結営業利益259億円、

連結経常利益250億円、連結当期純利益112億円を見込

んでおります。

蠱 利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社は、当期及び今後の業績などに対応して、安定し

た配当を継続的に行うことを基本としております。また、

内部留保につきましては、新車開発や生産性向上のため

の設備投資などに有効活用し、財務体質の充実・強化を

進めてまいります。

当期の配当につきましては、1株につき8円（中間配

当4円、期末配当4円）とさせていただきたいと存じま

す。

2．経営方針

蠢 会社の経営の基本方針

当社は、日産グループのLCV（Light Commercial

Vehicle キャラバン等の商用車）とMPV（Multi

Purpose Vehicle エルグランド等の多目的乗用車）を中

心に、開発から生産までを担う車両生産メーカーとして、

日産グループ共通のビジョン「日産：人々の生活を豊か

に」の実現に向け、「グローバルな環境変化に対応し、
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お客様に魅力ある質の高い製品とサービスをタイムリー

に最少のコストでお届けすること」を経営の基本方針と

しております。

蠡 中長期的な会社の経営戦略

当社は、日産自動車株式会社の「日産バリューアップ」

に呼応した中期経営計画「バリューアップNS」に取り

組んでおります。

中期目標として「2007年度末には、日産のグローバ

ル戦略のもと、品質・コスト・スピードが日産グループ

でトップレベルとなり、海外展開支援も行える実力を持

つこと」を掲げ、品質を基軸とした企業基盤の強化を図

っております。

具体的には、開発から生産準備及び生産までの技術力

をより一層強化し、柔軟で効率的な多車種変量生産体制

を構築することで、お客様、株主様、取引先、地域社会、

従業員などのステークホルダーの信頼感を高め、企業価

値の向上に努めております。

取締役社長
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中間連結貸借対照表 （平成19年9月30日現在）

科　　　目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

未 収 入 金

預 け 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具・器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

百万円

225,396

141,813

949

85,450

10,127

4,061

35,967

4,891

374

△ 8

83,582

77,496

22,182

25,739

7,589

18,394

3,590

1,739

4,346

964

2,837

622

△ 77

( ) ( )

( )

金　額 科　　　目 金　額

合　　　計 225,396

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

諸 預 り 金

製品保証引当金

そ の 他

固 定 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

製品保証引当金

そ の 他

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

百万円

110,761

104,170

75,370

14,295

4,298

6,989

1,067

2,147

6,591

4,683

199

1,684

24

114,634

114,096

7,904

8,317

98,865

△ 991

0

0

538

合　　　計 225,396

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結損益計算書 （ ）自 平成19年4月 1 日
至 平成19年9月30日

科　　　　　　　　目 金　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

百万円

270,736

253,618

17,117

4,917

営 業 利 益 12,199

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

動 産 ・ 不 動 産 賃 貸 料

そ の 他

計

122

1

164

59

348

16

83

374

263

737

11,810

0

0

1

57

8

4,485

4,550

7,261

4,152

△1,077

61

4,124

営 業 外 費 用

支 払 利 息

動 産 ・ 不 動 産 賃 貸 経 費

退職給付会計基準変更時差異

そ の 他

計

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

計

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

部 品 金 型 補 償 損

特 別 退 職 加 算 金

計

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

経 常 利 益

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主

資本金 資本剰余金 利益剰余金

平成19年3月31日残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日残高

7,904

－

7,904

8,317

－

8,317

95,368

△ 621

4,124

△ 5

3,497

98,865

中間連結株主資本等変動計算書（ ）自 平成19年4月 1 日
至 平成19年9月30日

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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資 本

自己株式

△1,011

△ 3

23

19

△ 991

株主資本
合計

110,579

△ 621

4,124

△ 3

17

3,516

114,096

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差額等

0

△ 0

△ 0

0

少数株主
持分

476

61

61

538

純資産合計

111,056

△ 621

4,124

△ 3

17

61

3,577

114,634

（単位：百万円）
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中間貸借対照表 （平成19年9月30日現在）

科　　　目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

預 け 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

工具・器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

百万円

218,169

146,074

10

82,522

8,909

35,967

18,663

72,094

66,139

17,876

19,648

5,876

16,973

5,762

1,745

4,209

506

2,066

3

1,545

158

△ 71

( ) ( )

( )

金　額 科　　　目 金　額

合 計 218,169

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

製品保証引当金

従 業 員 預 り 金

そ の 他

固 定 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

製品保証引当金

そ の 他

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

資産買換差益積立金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

百万円

108,637

104,736

577

76,422

2,575

11,684

3,935

1,067

6,643

1,831

3,900

2,084

108

1,684

24

109,532

109,532

7,904

8,317

8,317

94,301

1,976

92,325

4,284

22,848

65,192

△ 991

合　　　計 218,169

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。



－ 9 －

中間損益計算書 （ ）自 平成19年4月 1 日
至 平成19年9月30日

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　　　　目 金　　　額

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

百万円

263,112
247,959

15,153
4,163

営 業 利 益 10,989
営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
動 産 ・ 不 動 産 賃 貸 料
そ の 他

計

139
1

413
51

606

25
200
352

41
620

10,975

0
0

40
8

4,485
4,533
6,442
3,798
△1,162

3,806

営 業 外 費 用
支 払 利 息
動 産 ・ 不 動 産 賃 貸 経 費
退職給付会計基準変更時差異
そ の 他

計

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

計
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損
部 品 金 型 補 償 損
特 別 退 職 加 算 金

計
税 引 前 中 間 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 純 利 益

経 常 利 益

第85期中間配当に関する取締役会決議ご通知について
平成19年10月26日開催の取締役会において、第85期（自　平成19年4月

1日　至　平成20年3月31日）中間配当に関し、下記のとおり決議いたしま
した。

記
当社定款第43条の規定に基づき、平成19年9月30日の最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、次のとおり
中間配当金を支払う。
1．中間配当金 1株につき4円00銭
2．支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 平成19年12月3日
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株 主

資本金

資本剰余金 利

資本準備金 利益準備金

平成19年3月31日残高

中間会計期間中の変動額

資産買換差益積立金の取崩

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

中間会計期間中の変動額合計

平成19年9月30日残高

1,976

－

1,976

8,317

－

8,317

7,904

－

7,904

中間株主資本等変動計算書（ ）自 平成19年4月 1 日
至 平成19年9月30日

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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資 本

益　　　剰　　　余　　　金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金
繰越利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

純資産
合計

資産買換
差益積立金

4,388

△ 103

△ 103

4,284

22,848

－

22,848

61,909

103

△ 621

3,806

△ 5

3,283

65,192

△1,011

△ 3

23

19

△ 991

106,333

－

△ 621

3,806

△ 3

17

3,198

109,532

106,333

－

△ 621

3,806

△ 3

17

3,198

109,532

（単位：百万円）



株 式 の 状 況

1．発 行 可 能 株 式 総 数 400,000,000株

2．発 行 済 株 式 の 総 数 157,239,691株

3．当 中 間 期 末 の 株 主 数 6,627名
（前期末比964名減）

4．大　　　　 株 主

5．所 有 者 別 分 布 状 況

－ 12 －

株　　主　　名

日 産 自 動 車 株 式 会 社

ゴールドマン・サックス・インターナショナル

日 本 マ ス タ ート ラ スト 信 託 銀 行 株 式 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウント
ジェイピーアールディ アイエスジー エフイーエイシー

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

ド イ チ ェ バ ン ク ア ー ゲ ー ロ ン ド ン

日 産 車 体 取 引 先 持 株 会

メ ロ ン バ ン ク

千株

66,936

7,132

5,665

5,430

4,420

3,092

3,030

2,811

2,578

2,482

持株数

（注）株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

区　　分 株主数 所有株式数の
割 合

株　式　数

政府及び地方公共団体

金 融 機 関

証 券 会 社

そ の 他 の 法 人

個 人 以 外

個 人

個 人 そ の 他

合　　計

名

1

51

42

169

165

104

6,095

6,627 100.0

株

137

28,358,387

624,508

74,598,245

34,380,551

9,489

19,268,374

157,239,691

%

0.0

18.0

0.4

47.4

21.9

0.0

12.3

外 国

法 人 等
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役　職　名

取 締 役 会 長

取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役

監 査 役

会 計 監 査 人

氏　　　名

大 久 保 宣 夫

高 木 　 茂

蛸 島 眞 夫

水 野 匡 男

三 武 良 光

石 原 忠 志

竹 部 輝 男

竜 田 　 健

小 山 俊 雄

新日本監査法人

役 員

（注）監査役　石原忠志及び竜田　健並びに小山俊雄
は、社外監査役であります。
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商 号

創 業

設 立

資 本 金

従 業 員 数

事 業 所

本 社

東京事務所

開 発 部 門
テクノセンター

秦野事業所

追 浜 分 室
（日産自動車譁追浜工場内）

栃 木 分 室
（日産自動車譁栃木工場内）

生 産 部 門
湘 南 工 場

京 都 分 室

神奈川県平塚市天沼10番1号（〒254-8610）
電話0463（21）8001

東京都中央区銀座六丁目16番9号（〒104-0061）
ビルネット館―1（7階）

電話03（3543）1359

神奈川県平塚市大神2909番地（〒254-0012）
電話0463（21）8305

神奈川県秦野市堀山下233番地（〒259-1304）
電話0463（87）2972

神奈川県横須賀市夏島町1番地（〒237-0061）
電話046（867）5241

栃木県河内郡上三川町上蒲生2500番地（〒329-0617）
電話0285（56）1574

神奈川県平塚市天沼10番1号（〒254-8610）
電話0463（21）8108

京都府宇治市大久保町西ノ端1番地1（〒611-8523）
電話0774（46）7287

昭和16年7月1日

昭和24年4月1日

7,904,951,279円

4,038名（平成19年9月末）

会 社 の 概 要
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株 主 メ モ

事 業 年 度

剰余金の期末
配当の基準日

定時株主総会

定時株主総会
の 基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱所

同 取 次 所

株式取扱手数料

公 告 の 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年3月31日
なお中間配当を実施するときの
基準日は9月30日

毎年6月

毎年3月31日

東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-78-2031（フリーダイヤル）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

1）名義書換　　無料
2）新券交付　　1枚につき210円

（消費税額を含む）

電子公告により、当社のホームページに掲載いた
します。
（http://www.nissan-shatai.co.jp）
ただし、電子公告によることができない事故その
他やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新
聞に掲載いたします。

商 号

英 文 社 名 NISSAN SHATAI CO.,LTD.

（お知らせ）
住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求及び配当金振込指定に
必要な各用紙のご請求は、下記株主名簿管理人中央三井信託銀行のフリ
ーダイヤル又はホームページをご利用ください。

● フリーダイヤル　0120-87-2031（24時間受付：自動音声案内）

● ホームページアドレス

http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

郵便物送付先
電話照会先（ ）






